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１G０１ 
 

異分野融合型研究拠点の研究開発マネジメントの実践とその効果 

 
○安西 智宏、木村 紘子（東京大学）、仙石 慎太郎（東京工業大学）、木村 廣道（東京大学） 

 
 

 異分野融合型研究拠点は研究機関・部局の枠に捕われず、学内外の研究者間での連携を促進すること

で、研究の生産性を向上させ、成果の社会実装を加速させるための取り組みである。本報告では国内の

融合型研究拠点を事例として取り上げ、政策的な期待、研究拠点としてのミッション、研究者の多様なニーズ

等を踏まえた、戦略的な研究開発マネジメントの実践に関する取り組みと、研究拠点や研究者レベルでの研究

活動や成果創出に対する効果を経営管理指標の計測結果から考察する。 

 

1 はじめに 
 

近年、政府の研究助成金は研究成果、及びその

成果がもたらす波及効果についても明確な説明

責任が求められる傾向にあり、研究成果の早期実

用化や課題解決を強く指向する研究助成金や研

究プロジェクトが数多く提案されている。実際、

近年には世界トップレベル研究拠点（WPI）プロ

グラム（平成 19-28 年度）、最先端研究開発支援

（FIRST）プログラム（平成 21-25 年度）や革新的

イノベーション創出プログラム（COI STREAM、

平成 25 年度開始）、革新的研究開発推進プログラ

ム（ImPACT、平成 25 年開始）等に代表される大

型公的助成プログラムが編成・推進されている。 
中でもライフサイエンス・医療分野では，拠点

内外の異分野研究者が個々の要素技術を持ち寄

って連携し，共通の課題解決に当たることで実用

化が加速されると考えられる。例えば，「医工連携」

は大学の部局間及び研究者間での連携を促進す

る事により，技術シーズと臨床ニーズをマッチン

グさせ、研究成果からより大きな社会的、経済的

な価値を引き出すことが期待されている [1]。 
また、我が国のライフサイエンス領域の一環と

してトランスレーショナルリサーチ（Translational 
Research, TR））を重点化する政策が取られている。

TR は、広義にアカデミア発の技術シーズを実用

化する意味合いや、より狭義に医薬品、医療機器

のシーズ技術を医療機関の臨床研究・治験基盤を

活用して開発を行なう事と理解されることもあ

る[2]。医療分野での実用化促進や TR 基盤の整備

を目的とするプロジェクトでは、シーズを開発す

る研究者、医療機関に所属する医療専門職、規制

当局、審査当局、企業などの多様なステークホル

ダーの協力が不可欠となり、その経営管理には拠

点内での異分野融合のみならず、同時に産官学連

携を促進しうる手法論の開発も必要となる。 

筆者らは、異分野融合型研究拠点を対象にして、

計量文献学的手法による論文の質・量や、特許や

製品化実績の量的・質的を表す成果指標とともに、

成果指標の達成にとって重要と思われる経営的

な活動を把握し、活動指標として解析を行ってき

た[3]。プロジェクト評価やマネジメント手法を開

発するには、各拠点の分野特性を反映した指標設

定と分析が必要だが、現時点では研究支援の専門

職である URA（University Research Administrator）
が中心となり、商用データベースを活用した機関

レベルでの取り組みは散見される一方、プロジェ

クトや拠点レベルでの方法論は構築の途上であ

り、更には政策全体の評価への活用は進んでいな

い現状である。 
本報告では、異分野融合型研究拠点の経時的な

活動指標の計測結果をまとめ、拠点向けの実践的

研究開発マネジメント手法を検討する。また、解

析結果を基にした拠点マネジメントの実践的取

り組みの実例を提示することで、本解析の意義や

研究マネジメント施策の効果を考察する。 
 

2 研究対象・研究方法 
 

事例調査にあたり、国内学術研究機関における以

下の融合・連携研究拠点を主調査対象とした。本研

究拠点の所属研究者に対して記述回答式のアンケ

ート調査を実施し、それを基にした解析を実施した。 
 
「ナノバイオテクノロジーが先導する治療・診断イノベ

ーション（Nanobio First）」 
・ 内閣府「最先端研究開発支援プログラム

（FIRST プログラム）」（平成 21 年-25 年度）

による実施 
・ 分野特性：がんを対象にした，診断，治療技

術の開発，そのための産学官連携 
・ 中心研究者：片岡 一則（東京大学大学院医学

組織の PDCA サイクルなど現実のマネジメント・システムに組み込まれなければ、現実のものとはなら

ない。このためには、政策担当者も、内容への賛否は別として、政策研究者と議論できるだけの政策の

論理的枠組みを構築することが必要となる。 

 情報を統合して政策シナリオを構成する、または、指標を設定するためには、直接の政策担当者と必

要十分な数の専門家が集中的に議論をして原案を作成し、しかる後に組織に落とし仕込むことが効率的

である。ただ、現在のところ、政策担当者と専門家との間の思考様式のギャップは大きく、議論に時間

がかかるため、多くの行政資源を使わざるを得ないのが実情である。これは、政策シミュレーション、

ステイクホルダーとの対話など、上に挙げたほとんどの手法に当てはまるものである。 

 エビデンスベースの政策形成は、政策形成のパフォーマンスに比して効率化を進めない限り、通常の

政策形成手法として定着しないと考えられる。人材育成とともに、政策形成プロセスの省力化や情報化、

組織外部の知見を効率的に活用する手法の開発が次のステップとして重要である。 
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調査の結果、基盤研究の時間的な割合が特に

Nanobio First開始後から減少している一方、実用化・
応用研究の時間的割合が増加する傾向が見られた。

Nanobio Firstは拠点形成の目的に適合し、所属研究
者が実用化を積極的に推進していることが確認され

た。但し、TR の時間的割合は増加が見られなかった。

これは医薬品や医療機器の開発期間を考慮すると、

Nanobio Firstの実施期間である 5年間では TRには
直接の影響を与えなかった可能性を示唆する。 

 
3.2 研究支援活動と拠点の貢献 

異分野融合型研究拠点である Nanobio First の
研究支援の範囲、及び所属研究者の研究開発や実

用化活動への貢献を把握するため、個別研究者に

対するアンケート調査を実施した[Fig2]。ここで

は 2012 年、2014 年に実施したアンケートの両方

に回答した研究者（36 名）を解析対象とした。そ

の結果、基盤研究、応用・実用化研究、TR の全般

において研究者の実績に伸びが見られた。中でも、

統計的には有意では無いものの、出願やライセン

ス等の特許関連の項目、臨床研究や医師主導治験

など特に実用化に不可欠な項目での実績に伸び

が見られた。その一方、Nanobio First では、多く

の研究者がその貢献を実感していることが分か

ったが、特に特許出願と特許登録に関しては、統

計的にも有意に Nanobio First の貢献度がより実

感されていることが分かった。 
 

3.3 研究ﾘｿｰｽ、研究支援活動への充足度 
研究拠点から提供される各種の研究リソースや支

援活動に対する個別研究者が認識する充足度を定

量化するため、アンケート調査を実施した[Fig 3]。具
体的には Nanobio Firstが提供する各種の提供リソー
スが「非常に充足されている」もしくは「充足されてい

る」と回答した研究者の割合を求め、それを基盤研究、

応用・実用化研究、TR に分けて、2012 年と 2014 年
の充足度を比較した。その結果、全般的には基盤研

究、応用・実用化研究の充足度が高く、TR は若干低
い傾向が見られた。また、基盤研究、応用・実用化研

究、TR のいずれにおいても充足度が伸びていたの

が「外部情報」と「契約・特許・薬事」であった。統計解

析を行った結果、応用研究での「人的資源」に関する

充足度が 2012年と 2014年を比較すると実感が有意
に高まっていることが確認された。 

  
4 考察 

 
4.1 課題認識と研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ施策 

筆者らは、2012 年時点において、拠点からの提供
リソースの一つである「契約・特許・薬事に関する相

談・実務支援」がNanobio Firstの所属研究者から「重
要性が高い」と認識されている一方、Nanobio Firstか
らの提供リソースは機関・部局レベルと比較しても「充

足度が低い」と認識されていることを報告している[4-
5]。これらのデータについては Nanobio First のマネ
ジメント会議である「運営委員会」や全所属研究者が

参加する「全体会議」においても開示・共有され、具

体的な支援体制に関して議論がなされた。Nanobio 
First はプロジェクト期間中に研究支援の現状を定性
的・定量的に把握し、それを拠点運営や方針の検討

にも活用しており、異分野融合型研究拠点の研究対

象として極めて貴重なケースとなりうる。 

人事・会計人的資源 資金 物理的資産 情報資産 活用情報

広報・渉外 会議 外部情報 共同研究 契約・特許・薬事
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Figure 3 Nanobio Firstの提供リソースによる研究者の充足度
非常に充足されている／充足されていると回答した研究者割合（％） 、2012／2014年の重複回答者のみ

系／工学系研究科 教授） 
・ 助成総額：36.1 億円（5 年間） 
・ 組織構成：中心研究者 1 名、共同提案者 11 名、

プロジェクト教員・研究員（学生を除く）少

なくとも 84 名が在籍 
・ 研究協力機関：東京大学を含む６つの大学・

研究機関、及び６社の企業 
・ 研究支援機関：科学技術振興機構（JST） 

 
アンケート調査は 2012年 4月、2014年 1月に、所

属研究者を対象に同一の質問票を使って実施した。

2012 年実施時の有効回答数は 59 名、2014 年実施
時の有効回答数は 74 名であった。両方のアンケート
に回答した研究者は 36名であった。 
 なお、個別研究者の研究リソースや研究支援活動

に対する重要度や充足度の分析においては、5 段階
リッカート尺度を用いた調査分析・評価方法を採用し

た。統計学的検定にはフィッシャーの正確確率検定

を用いた。 
 
3 結果 

 
3.1 研究ステージの変化 

異分野融合型研究拠点の中は、特定の課題解決

や研究成果の早期実用化を目指して形成されて

いるものがある。筆者らは、既に東京大学ナノバ

イオ・インテグレーション拠点（CNBI）や京都大

学 物質－細胞統合システム拠点（WPI-iCeMS）
の事例研究を報告している[3-4]。CNBI や WPI-
iCeMS での研究目的は主に基盤研究や臨床前の

応用研究が中心であった。Nanobio Firstは臨床研究
や治験を実施しうる医療機関、及びそこに所属する

臨床系の研究者が参画しているうえ、大手の医薬

品・医療機器企業も複数参加し、臨床試験や実用化

を強く意識した組織体制となっている。そこで、当該

拠点全体での研究ステージの経時変化を捉えるため、

所属研究者に下記分類での研究活動時間とその変

化に関する調査を実施した[Fig 1]。 
 

・ 基盤研究： 対象疾患を特定した製品化イメー

ジを持たず、論文数、論文の被引用回数、所属

研究者間の共著論文数などの指標によって成

果が測定される研究。 
・ 応用・実用化研究： 対象疾患を特定した製品

化イメージを持ち、特許出願数／成立数、特許

ライセンス数、起業数、獲得した開発資金などの

指標によって成果が測定される研究。 
・ トランスレーショナルリサーチ（TR）； 製品開発

を目的として臨床で実施され、臨床研究数、企

業治験数、製品化数などの指標によって成果が

測定される研究。 

55.335.5

9.2

52.040.3

7.7

46.4
45.8

7.8

開始前（2010年） 中盤（2012年） 終了時（2014年）

N=61 N=64 N=71

応用・
実用化研究

基盤研究

ﾄﾗﾝｽﾚｰｼｮﾅﾙﾘｻｰﾁ

Figure 1  研究者の研究時間の割当と経時変化
時間割当の割合（％）の平均値、2014年回答分
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Figure 2  研究者の活動実績とNanobio Firstによる貢献
実績有り／貢献有りと回答した研究者割合（％） 、2012／2014年の重複回答者のみ



― 179―

調査の結果、基盤研究の時間的な割合が特に

Nanobio First開始後から減少している一方、実用化・
応用研究の時間的割合が増加する傾向が見られた。

Nanobio Firstは拠点形成の目的に適合し、所属研究
者が実用化を積極的に推進していることが確認され

た。但し、TR の時間的割合は増加が見られなかった。

これは医薬品や医療機器の開発期間を考慮すると、

Nanobio Firstの実施期間である 5年間では TRには
直接の影響を与えなかった可能性を示唆する。 

 
3.2 研究支援活動と拠点の貢献 

異分野融合型研究拠点である Nanobio First の
研究支援の範囲、及び所属研究者の研究開発や実

用化活動への貢献を把握するため、個別研究者に

対するアンケート調査を実施した[Fig2]。ここで

は 2012 年、2014 年に実施したアンケートの両方

に回答した研究者（36 名）を解析対象とした。そ

の結果、基盤研究、応用・実用化研究、TR の全般

において研究者の実績に伸びが見られた。中でも、

統計的には有意では無いものの、出願やライセン

ス等の特許関連の項目、臨床研究や医師主導治験

など特に実用化に不可欠な項目での実績に伸び

が見られた。その一方、Nanobio First では、多く

の研究者がその貢献を実感していることが分か

ったが、特に特許出願と特許登録に関しては、統

計的にも有意に Nanobio First の貢献度がより実

感されていることが分かった。 
 

3.3 研究ﾘｿｰｽ、研究支援活動への充足度 
研究拠点から提供される各種の研究リソースや支

援活動に対する個別研究者が認識する充足度を定

量化するため、アンケート調査を実施した[Fig 3]。具
体的には Nanobio Firstが提供する各種の提供リソー
スが「非常に充足されている」もしくは「充足されてい

る」と回答した研究者の割合を求め、それを基盤研究、

応用・実用化研究、TR に分けて、2012 年と 2014 年
の充足度を比較した。その結果、全般的には基盤研

究、応用・実用化研究の充足度が高く、TR は若干低
い傾向が見られた。また、基盤研究、応用・実用化研

究、TR のいずれにおいても充足度が伸びていたの

が「外部情報」と「契約・特許・薬事」であった。統計解

析を行った結果、応用研究での「人的資源」に関する

充足度が 2012年と 2014年を比較すると実感が有意
に高まっていることが確認された。 

  
4 考察 

 
4.1 課題認識と研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ施策 

筆者らは、2012 年時点において、拠点からの提供
リソースの一つである「契約・特許・薬事に関する相

談・実務支援」がNanobio Firstの所属研究者から「重
要性が高い」と認識されている一方、Nanobio Firstか
らの提供リソースは機関・部局レベルと比較しても「充

足度が低い」と認識されていることを報告している[4-
5]。これらのデータについては Nanobio First のマネ
ジメント会議である「運営委員会」や全所属研究者が

参加する「全体会議」においても開示・共有され、具

体的な支援体制に関して議論がなされた。Nanobio 
First はプロジェクト期間中に研究支援の現状を定性
的・定量的に把握し、それを拠点運営や方針の検討

にも活用しており、異分野融合型研究拠点の研究対

象として極めて貴重なケースとなりうる。 
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Figure 3 Nanobio Firstの提供リソースによる研究者の充足度
非常に充足されている／充足されていると回答した研究者割合（％） 、2012／2014年の重複回答者のみ

系／工学系研究科 教授） 
・ 助成総額：36.1 億円（5 年間） 
・ 組織構成：中心研究者 1 名、共同提案者 11 名、

プロジェクト教員・研究員（学生を除く）少

なくとも 84 名が在籍 
・ 研究協力機関：東京大学を含む６つの大学・

研究機関、及び６社の企業 
・ 研究支援機関：科学技術振興機構（JST） 

 
アンケート調査は 2012年 4月、2014年 1月に、所

属研究者を対象に同一の質問票を使って実施した。

2012 年実施時の有効回答数は 59 名、2014 年実施
時の有効回答数は 74 名であった。両方のアンケート
に回答した研究者は 36名であった。 
 なお、個別研究者の研究リソースや研究支援活動

に対する重要度や充足度の分析においては、5 段階
リッカート尺度を用いた調査分析・評価方法を採用し

た。統計学的検定にはフィッシャーの正確確率検定

を用いた。 
 
3 結果 

 
3.1 研究ステージの変化 

異分野融合型研究拠点の中は、特定の課題解決

や研究成果の早期実用化を目指して形成されて

いるものがある。筆者らは、既に東京大学ナノバ

イオ・インテグレーション拠点（CNBI）や京都大

学 物質－細胞統合システム拠点（WPI-iCeMS）
の事例研究を報告している[3-4]。CNBI や WPI-
iCeMS での研究目的は主に基盤研究や臨床前の

応用研究が中心であった。Nanobio Firstは臨床研究
や治験を実施しうる医療機関、及びそこに所属する

臨床系の研究者が参画しているうえ、大手の医薬

品・医療機器企業も複数参加し、臨床試験や実用化

を強く意識した組織体制となっている。そこで、当該

拠点全体での研究ステージの経時変化を捉えるため、

所属研究者に下記分類での研究活動時間とその変

化に関する調査を実施した[Fig 1]。 
 

・ 基盤研究： 対象疾患を特定した製品化イメー

ジを持たず、論文数、論文の被引用回数、所属

研究者間の共著論文数などの指標によって成

果が測定される研究。 
・ 応用・実用化研究： 対象疾患を特定した製品

化イメージを持ち、特許出願数／成立数、特許

ライセンス数、起業数、獲得した開発資金などの

指標によって成果が測定される研究。 
・ トランスレーショナルリサーチ（TR）； 製品開発

を目的として臨床で実施され、臨床研究数、企

業治験数、製品化数などの指標によって成果が

測定される研究。 
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１Ｇ０２

日本国内外における天然ガス自動車の普及モデルの構築

○祝悦，時松宏治（東京工業大学），松本光崇（産業技術総合研究所）

近年長らく続く原油価格高騰や、東日本大震災での原発事故、アメリカでのシェールガス革命の影響が

及び出したことで、日本国内では天然ガスへのシフトが進行しつつある。そのため、新エネルギー車で

ある燃料電池車の市場導入がエネルギー基本計画で特記されているが、既に普及が進められている天然

ガス車の推進は、より現実的な対応だと考えられている。本講演では国内における天然ガス自動車を対

象した普及モデルを試作し、 年頃の普及予測を行おうとする。そのモデルを天然ガス自動車が大量

普及している国へ適用することで、国際比較と日本の普及に関する含意を得ることを目指している。

１．背 景

１ １ 天然ガスへのシフト

年 月、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）は

世界が「ガス黄金時代」を迎えたとするレポート

を公表した。シェールガスに代表される非在来型

天然ガスの商業開発による世界の天然ガス埋蔵

量の急増が進んでいる。そのため、世界の天然ガ

ス需要は 年に 兆
3m で、 年と比べる

と、 ％まで増加するとされている。

そのうち、世界中の天然ガスの ％以上は米国

での非在来型天然ガスである。米国では、オクラ

ホマ州、テキサス州等の地域で、シェールガスの

開発の対象エリアは相当広いこともわかった。米

国が今後、東アジアへのＬＮＧ輸出基地になるこ

とに、大いに期待されている 。

そして東アジアでの主なＬＮＧ輸入国とした

日本を見れば、日本では天然ガスシフトの課題と

して計画や取組みも作り始めた。一つはシェール

ガスの生産が始まった北米市場からＬＮＧの購

入を増やすことである。そしてもう一つはパイプ

ラインなど天然ガスを利用するためのそもそも

脆弱なインフラを強化することである 。

１ ２ 日本におけるエネルギーシ

フト

年 月 日、東日本大震災の影響により

東京電力福島第一原子力発電所の過酷事故が発

生した。当時日本政府のエネルギー基本計画では、

年の総電力量における原子力利用を ％以

上としていたが、白紙となった。今年 月に出さ

れた最新のエネルギー基本計画では、原子力政策

の再構築、再生可能エネルギーの導入加速、化石

燃料の効率的・安定的利用、水素社会へ向けた変

革などエネルギー多様化への方向が明確に示さ

れた 。

大震災後の日本においてほぼすべて輸入に頼

っている天然ガスは今や電力の ％以上を占め

る。脱原発依存の中で天然ガスにエネルギーの重

点を移す天然ガスシフトの重要性がさらに指摘

されている。

２．研究目的

低炭素社会の実現するため、クリーンエネルギ

ー自動車（ ＣＥＶ）が求

められている。ＣＥＶはハイブリッド自動車、電

気自動車、天然ガス自動車、燃料電池自動車等を

指す。こうした多種多様のＣＥＶの中で、天然ガ

ス自動車（ ）は、ＣＯ

排出量をガソリン車より ％程度低減できるう

え、窒素（ＮＯｘ）や黒煙などの粒子状物質（Ｐ

Ｍ）といった大気汚染物質の排出も極めて少ない。

また、水素インフラ構築をこれから行わねばなら

ない燃料電池よりも、既に導入が進められている

車は、天然ガスへシフトとしつつある社会に

おいては、現実的である。

年 月末現在、日本では、 車は業務用

として既にトラック、バス、塵芥車、軽貨物車、

バン等の広い用途で 万台弱まで普及している。

一方、世界全体ではおよそ 万台近く普及し

ており、年間 万台以上が販売されている。 。

本研究では、日本国内におけるＮＧＶを対象し

た普及モデルを試作し、 年頃までの普及予測

を行うものである。普及が開始の 年頃から

 
4.2 研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ施策の効果 

上記のような課題意識から、特に Nanobio First は
特許面において十分な研究者支援ができる体制を

構築することとなった。具体的には、企業や大学にお

ける特許戦略の立案やその実践に実績のある弁理

士事務所と個別契約を締結し、所属研究者がいつで

も特許相談ができる機動的な体制を整備した。これら

の支援には、所属機関の産学連携機関との折衝（特

に組織としての承継に関する協議）における研究者

への支援や企業へのライセンスに関する相談等も含

まれる。FIRST プログラムは、各プロジェクトが主体と

なって特許関連の費用を計上、執行することが可能

であったことも本体制構築の後押しとなったと考える。 
また、各研究者や参加企業間で特許に対するポリ

シーを統一させ、権利関係の整理、産学連携の円滑

化を図るため、Nanobio Firstでは全参加機関が締結
する共通規約を整備した。これらは各機関間での秘

密情報やサンプルのやり取り、成果に関する権利関

係等を規定したものである。当該規約の締結には実

務的に多くの関係者間での複雑な意見調整を要した

が、特許出願や特許ライセンスの実現において一定

の効果を果たしたのではないかと推察される。 
これら特許相談に代表される研究マネジメント上の

施策が奏功し、特許関連の項目やその効果に関す

る実感が 2012年以降で広がったものと考察される。 
なお早期の社会還元を指向する Nanobio First で

は、研究支援機関として独立行政法人 科学技術振
興機構（JST）を指名しているうえ、開始当初より、ライ
フイノベーション領域に精通した産学連携の専門家

がプロジェクト内部で社会還元部門を組成し、包括

的な経営支援を推進してきた。このように所属機関や

所属部局の研究支援体制に加え、研究や当該分野

での産学連携にも精通し、高度なスキルを持ったプ

ロジェクト内組織を形成することも有効な手段であると

思われる。 
 

4.3 研究ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ体制に関する評価と実践 
本報告は、異分野融合型研究拠点の所属研究者

における、研究リソースや支援活動に対する認識の

定性・定量的なモニタリング結果とその経時的な変化

を提示するとともに、解析結果を拠点運営へ反映さ

せ、拠点としての PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイ
クルの実践事例を提示するものである。昨今の研究

拠点評価における研究支援機能の重要性の高まりを

考えると、本報告のような研究支援活動に対する所

属研究者の主観的評価に基づく研究マネジメントは

極めて重要であり、研究支援の結果としての論文・特

許の創出、製品化実績といった客観的な成果指標の

測定と組み合わせることで、多面的に研究拠点の現

状を把握する必要があるだろう。また、研究マネジメ

ント手法においては、手法そのものがもたらす研究者

への負担や運用側の作業の煩雑性を考慮して設計

してく必要があるが、本報告のような簡易なアンケー

ト調査、及び重要性・充足度の定量化等の手法導入

は拠点の研究開発マネジメントの実務においては現

実的な取り組みと考えられる。 
 

4.4 今後に向けて 
我が国でも COI ストリームに代表される、大型の産

学連携プロジェクトの創出等により、研究開発マネジ

メントや研究支援活動の方法論確立への期待は更

に高まっていくことが予想される。各拠点に係る指標

の把握とそれに基づくマネジメント施策の立案、その

結果としての成果指標との間での因果関係の検証に

ついては今度の更なる解析を待つ必要があるが、

FIRST 以外のプロジェクトでも本報告の研究開発マ

ネジメントを実践し、汎用性を検証して方法論として

の完成度を高めて参りたいと考えている。 
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